
め細やかな指導のため、少人数学級やティームティーチングを充実させる。
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的
展開方向

小中学校のスクールサポート教員は従来からあったティームティーチング（複数教員による学習指導）によ 小学校５校のスクールサポート教員の配置を学校の実情に合わせ適正に配置する。
る指導に当たるとともに、きめ細やかな指導に対応するための補助教員としての役割を担うものである。そ 小中学校の特別支援学級の増加に伴い、経験豊富な退職教員をスクールサポート教員として小中学校に各１
の配置については少人数指導の効果が発揮できるよう学校の実状を考慮して配置する。 当該年度 名ずつ配置する。

執行計画
(3)事業内容 内　　容

スクールサポート教員の配置人数　 想定値 7当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 少人数学級やティームティーチングを充実させるため臨時教員を配置する。 直接 スクールサポート教員の配置人数 人 7 7

令和 4年度 少人数学級やティームティーチングを充実させるため臨時教員を配置する。 直接 スクールサポート教員の配置人数 人 11

令和 5年度 少人数学級やティームティーチングを充実させるため臨時教員を配置する。 直接 スクールサポート教員の配置人数 人 15

 小中学校の教職員数は、学級の数によって決まり、千葉県の施策として、学年の一学級あたりの平均児童数が３０人を超える
(7)事業実施上の課題と対応 学年が生じたとき、少人数として加配教員が一人配当されることになっている。県の加配教員の配置が決定されるのが、２月末 代替案検討 ○有 ●無

なため、予算の獲得時期に把握が難しく、実態に合わせた配置がかなわないことがある。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校スクールサポート５名報酬 7,607 小学校スクールサポート５名報酬 7,607 5,996 小学校スクールサポート５名報酬 7,607 小学校スクールサポート５名報酬 7,607
緊急的配置小学校スクールサポート報酬 218 緊急的配置小学校スクールサポート報酬 254 254 緊急的配置小学校スクールサポート報酬 218 緊急的配置小学校スクールサポート報酬 218
小学校特別支援学級スクールサポート 653 小学校特別支援学級スクールサポート 653 623 小学校特別支援学級スクールサポート 653 小学校特別支援学級スクールサポート 653
１名報酬（週２回勤務） １名報酬（週２回勤務） １名報酬（週２回勤務） １名報酬（週２回勤務）
中学校特別支援学級スクールサポート 652 中学校特別支援学級スクールサポート 652 260 中学校特別支援学級スクールサポート 652 中学校特別支援学級スクールサポート 652
１名報酬（週２回勤務） １名報酬（週２回勤務） １名報酬（週２回勤務） １名報酬（週２回勤務）
緊急的配置中学校スクールサポート報酬 218 緊急的配置中学校スクールサポート報酬 218 217 緊急的配置中学校スクールサポート報酬 218 緊急的配置中学校スクールサポート報酬 218

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,348 合　　計 9,384 7,350 合　　計 9,348 合　　計 9,348
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,348 9,384 7,350 9,348 9,348

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0
正職員人件費 1,305 1,335 1,335 1,335 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 9,854 9,854

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,653 10,719 8,685 10,683 9,348
(11)単位費用

1,521.86千円／人 1,531.29千円／人 1,240.71
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小中学校の学級編制については、平成１４年度から教育の地方分権を推進し、児童生徒の実態に応じた学校教育の充実を ●①事前確認での想定どおり
図るため、都道府県教育委員会の判断により、特例的に国の標準を下回る少人数の基準を設けることが可能となり、現在 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ではすべての小中学校において「３５人学級・３８人学級」を行っている。このようなことからスクールサポート教員は ○要
   背景は？(事業の必要性) 、従来からあったティームティーチングによる指導にあたるとともに、少人数学級の補助教員としての役割も担い、また ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

学級編制の弾力的運用にも対応しているものである。その配置については少人数学級の効果が発揮できるよう学校の実状 県費負担の職員が足りない学校に配置できたため。
を考慮して配置するものである。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 義務教育であるため市が実施する必要がある。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7 7 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当該執行計画どおりに人員が確保できたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,719 △66 8,685 81.02
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

教職員の病休、産休のための代替えを見込んでいたが、見込みよりも少
なかったため。

△0.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 教職員の病休、産休のための代替えを見込んでいたが、

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 見込みよりも少なかったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

人 10万円 0.08 114.29

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1022 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 スクールサポート教員の配置事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,683 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,719 千円 (うち人件費 1,335 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎的・基本 個に応じたき



する。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
市内の全小中学校の市職員や会計年度任用職員および県職員の人事配置・服務管理・県教育委員会との連絡 　市内小中学校１９校の人事管理・服務管理事務全般を通じて、子どもの豊かな創造性や自主性、社会性を
調整などを行い、会計年度任用職員の採用や給与計算業務全般を実施。また、病休や退職が生じた場合の速 はぐくむ教育を行うことができる人員を配置する。
やかな対応を目指す。 当該年度 　また、平成２４年度より各中学校に市の会計事務を行う臨時職員（令和２年からは会計年度任用職員）の

執行計画 配置をしている。
(3)事業内容 内　　容 　

会計年度任用職員の配置人数（職員の定数不足が生じないように対応 想定値 23当該年度
する） 単位 人

活動結果指標 実績値 23

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適正人員の配置 直接 会計年度任用職員配置定数（用務員１7名、事務補佐員６名） 人 23 23

令和 4年度 適正人員の配置 直接 会計年度任用職員配置定数 人 29

令和 5年度 適正人員の配置 直接 会計年度任用職員配置定数 人 36

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

臨時職員の配置　小学校 15,305 会計年度任用職員の配置　小学校 14,560 13,812 会計年度任用職員の配置　小学校 14,560 会計年度任用職員の配置　小学校 14,560
（臨時用務員13名） （用務員13名） （用務員13名） （用務員13名）
臨時職員の配置　中学校 9,214 会計年度任用職員の配置　中学校 8,663 8,394 会計年度任用職員の配置　中学校 8,663 会計年度任用職員の配置　中学校 8,663
（臨時用務員4名、事務補佐員6名） （用務員4名、事務補佐員6名） （用務員4名、事務補佐員6名） （用務員4名、事務補佐員6名）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

＊

予算(決算)額 合　　計 24,519 合　　計 23,223 22,206 合　　計 23,223 合　　計 23,223
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 24,519 23,223 22,206 23,223 23,223

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.9 0.9 0.9 0.9 0
正職員人件費 7,830 8,010 8,010 8,010 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 2,146 2,146
臨時職員賃金額 0 0 0 22,867 22,867

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 32,349 31,233 30,216 31,233 23,223
(11)単位費用

1,406.48千円／人 1,357.96千円／人 1,313.74
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校の設置者として、学校を維持運営していくための必要事務事業であり、子ども一人ひとりの個性に応じたよりきめ細 ●①事前確認での想定どおり
やかな学習指導を推進し、子どもの豊かな創造性や自主性、社会性をはぐくむ教育を行うことができる人員を配置する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

　用務員の正規職員退職に伴う補充は、会計年度任用職員で対応している。また、中学校に配置している事務補佐員は、
学校のニーズに対応し、学校職員として重要な役割を担っている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校によって会計年度職員に任される仕事内容が異なるため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、一括して委託する事業ではない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
23 23 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

学校の実情を踏まえた適切な人員が配置できた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 23 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 31,233 1,116 30,216 96.74
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.45

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 学校の実情を踏まえた適正な人員の配置ができたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

人 10万円 0.08 114.29

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1023 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校配置職員管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 31,233 千円 (うち人件費 8,010 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 個に応じたきめ細やかな指導のための人員を配置



の規定に基づき、我孫子市就学援助要綱を定め、経済的理由によって就学費用の支払いが
施策目的・

(2)目的 校支援体制の強化に努めるなど、教育相談・支援体制の充実を図ります。 事業目的 困難な児童・生徒の保護者に対して就学に必要な援助をおこなう。
展開方向

我孫子市就学援助要綱に基づき、次の費目に関してその費用の一部を援助する。学用品費・通学用品費・校 保護者からの申請を受理し、認定業務を行う。認定された者に対しては、学校長からの請求に基づき、各学
外活動費・新入学学用品費・修学旅行費・給食費・児童生徒会費・PTA会費・クラブ費・医療費。 期ごとに就学援助費を支給する（年間３回）。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適切に認定し就学を支援する件数。 想定値 1,170当該年度
単位 件数

活動結果指標 実績値 1,165

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 就学援助要綱に基づく適切な事務処理により円滑な就学を図る。 直接 学校長の請求に基づき支給。 % 100 100

令和 4年度 就学援助要綱に基づく適切な事務処理により円滑な就学を図る。 直接 学校長の請求に基づき支給。 % 100

令和 5年度 就学援助要綱に基づく適切な事務処理により円滑な就学を図る。 直接 学校長の請求に基づき支給。 % 100

年々増加傾向にある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認定者数 認定者数 認定者数 認定者数
・小学校  770人 72,097 ・小学校  750人 65,796 65,597 ・小学校  750人 65,796 ・小学校  750人 65,796
・中学校  400人 61,492 ・中学校  420人 63,191 46,092 ・中学校  420人 63,191 ・中学校  420人 63,191
計     1,170人 計     1,170人 計     1,170人 計     1,170人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 133,589 合　　計 128,987 111,689 合　　計 128,987 合　　計 128,987
国庫支出金 補助率 0 ％ 600 補助率 0 ％ 600 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 200 補助率 0 ％ 100 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 132,789 128,287 111,689 128,987 128,987

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0 0
正職員人件費 6,090 6,230 6,230 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 139,679 135,217 117,919 128,987 128,987
(11)単位費用

115.92千円／件数 115.57千円／件数 101.22
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

保護者の経済的状況に関わらず、教育の機会均等を保障するため、就学費用の支払いが困難な者への援助が必要である。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

概ね想定した対象者に対し援助を実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校教育法で市が実施すると定められている。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な事務処理により必要な援助を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 135,217 4,462 117,919 87.21
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染予防により校外学習の中止などがあったため、
補助対象となる校外学習費が発生せず、援助費用も減額となった。

3.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業費（援助費）が減額となったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

% 10万円 0.08 114.29

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、経済的理由により就学費用の支払いに困難な児童・生徒の保護者に対して、就学に必要な費用の一部を支援することで施策目的に寄
与している

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1024 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 教育扶助（要保護・準要保護児童生徒就学援助）事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 135,217 千円 (うち人件費 6,230 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52301 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの心と体の発達に応じた教育を推進するため、療育・教育システムの構築や特別支援教育の充実、学 学校教育法第19条



む規範意識の醸成など、人間形成 学校における保健管理に関し必要な事項を定め、児童・生徒並びに職員の健康の保持増進を図る。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
学校保健安全法・労働安全衛生法の規定に基づく健康診断の実施と事後措置、健康相談、感染症の予防等を 児童生徒：(4月～7月）耳鼻咽喉科検診・内科検診・尿検査・心電図検査・歯科検診・胸部Ｘ線検査・結核
通じて、児童生徒及び教職員の健康の保持を図る。 健康診断、、（6月～7月）胸部Ｘ線検査・結核健康診断、（9月）中学校駅伝選手健康診断、（10月～11月

当該年度 ）脊柱側わん症検査・就学時健康診断
執行計画 教職員：（11月）教職員健康診断（胃部・大腸・血液・心電図、尿）、ストレスチェック（年1回）　　　

(3)事業内容 内　　容

対象となる児童・生徒・教職員全員が実施する尿検査の受診人数 想定値 9,400当該年度
（令和元年１０月１日現在見込み数） 単位 人

活動結果指標 実績値 9,075

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健康に学校で過ごせる児童・生徒・教職員数１００％を目指す 直接 実施者数/児童・生徒・教職員健診対象者 ％ 97 99

令和 4年度 健康に学校で過ごせる児童・生徒・教職員数１００％を目指す 直接 実施者数/児童・生徒・教職員健診対象者 ％ 99

令和 5年度 健康に学校で過ごせる児童・生徒・教職員数１００％を目指す 直接 実施者数/児童・生徒・教職員健診対象者 ％ 99

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬 15,720 報酬 15,280 15,280 報酬 15,280 報酬 15,280
報償費 2,025 報償費 1,863 1,863 報償費 1,863 報償費 1,863
消耗品 175 消耗品 214 104 消耗品 214 消耗品 214
印刷製本費 531 印刷製本費 538 538 印刷製本費 538 印刷製本費 538
修繕料 15 修繕料 86 86 修繕料 27 修繕料 27
通信運搬費（就学時健康診断通知） 70 通信運搬費（就学時健康診断通知） 70 67 通信運搬費（就学時健康診断通知） 70 通信運搬費（就学時健康診断通知） 70
手数料 341 手数料 288 203 手数料 288 手数料 288

実施内容 委託料（児童生徒教職員健康診断） 12,579 委託料（健康診断）3補流用-1244 11,639 10,842 委託料（児童生徒教職員健康診断） 12,741 委託料（児童生徒教職員健康診断） 12,741
使用料（車借上料） 665 使用料（車借上料） 608 397 使用料（車借上料） 608 使用料（車借上料） 608

(8)施行事項
費　　用 検診用備品購入費 779 検診用備品購入費 636 551 検診用備品購入費 636 検診用備品購入費 636

健康診断業務を行う会計年度任用職員 健康診断業務を行う会計年度任用職員 健康診断業務を行う会計年度任用職員 健康診断業務を行う会計年度任用職員
2151千円×0.4人 996 2571千円×0.4人 1,042 705 2606千円×0.4人（9補） 1,042 2571千円×0.4人 1,028

予算(決算)額 合　　計 33,896 合　　計 32,264 30,636 合　　計 33,307 合　　計 33,293
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 33,896 32,264 30,636 33,307 33,293

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.6 0.6 0.6 0
正職員人件費 5,220 5,340 5,340 5,340 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 39,116 37,604 35,976 38,647 33,293
(11)単位費用

4.16千円／人 4千円／人 3.96
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校は、多数の児童生徒等が集団生活を行う場所であり、学校保健安全法に基づく、健康診断の実施と事後措置、健康相 ●①事前確認での想定どおり
談、感染症の予防等を通じて児童生徒及び教職員の健康の保持・増進を図る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令に従い計画的に実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令に規定があり、学校運営上必須の事実である。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
97 99 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

やむを得ない事情を除き必要な検診を実施した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 97 97.98
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 37,604 1,512 35,976 95.67
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.26

％ 10万円 0.27 103.85

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1026 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学校における保健管理 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 児童・生徒・教職員健康診断事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 38,633 千円 (うち人件費 5,340 千円）⑦事業費
総事業費 154,142 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 37,604 千円 (うち人件費 5,340 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育



性を育む規範意識の醸成など、人間形成 我孫子市教育委員会における学校保健に関する研究及び学校保健活動の充実を図る。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
学校保健衛生の施策に対する思想の普及啓発・調査研究を行う。 健歯児童生徒、図画ポスター審査会（６月）、学校保健会総会（７月）、生活習慣病予防検診（１１月）、
児童・生徒の健康保持増進の実践力を育成するため、小中学校における食育・歯科保健活動の充実を図る。 学校保健会主催講演会（２月）、学校保健会役員会（３月）、各学校の歯みがき指導（年間）、フッ化物洗

当該年度 口（我孫子第二小・湖北台東小学校で年間）　　　　　
執行計画 　　　　

(3)事業内容 内　　容

生活習慣病予防検診対象者市内小学校４年生（肥満度２０％以上） 想定値 100当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 112

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活習慣病予防検診（肥満度２０％以上）対象者の減を目指す。 直接 生活習慣病予防検診実施者/対象者 % 46.4 80

令和 4年度 生活習慣病予防検診（肥満度２０％以上）対象者の減を目指す。 直接 生活習慣病予防検診実施者/対象者 % 80

令和 5年度 生活習慣病予防検診（肥満度２０％以上）対象者の減を目指す。 直接 生活習慣病予防検診実施者/対象者 % 80

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費 105 報償費 100 0 報償費 100 報償費 100
研修旅費 3 研修旅費 1 0 研修旅費 1 研修旅費 1
費用弁償 18 費用弁償 4 0 費用弁償 4 費用弁償 4
消耗品（学校保健・食育歯科保健用） 191 消耗品（学校保健・食育歯科保健用） 241 168 消耗品（学校保健・食育歯科保健用） 241 消耗品（学校保健・食育歯科保健用） 241
食糧費 3 食糧費 3 2 食糧費 3 食糧費 3
印刷製本費 28 印刷製本費 28 28 印刷製本費 28 印刷製本費 28
医薬材料費 56 医薬材料費 137 130 医薬材料費 75 医薬材料費 75

実施内容 学校保健室備品購入費 11 小児生活習慣病健康診断委託料 142 106 小児生活習慣病健康診断委託料 142 小児生活習慣病健康診断委託料 142
学校保健負担金 44 学校保健室備品購入費 198 198 学校保健室備品購入費 198 学校保健室備品購入費 198

(8)施行事項
費　　用 研修負担金 14 学校保健負担金 41 41 学校保健負担金 41 学校保健負担金 41

フッ化物洗口業務を行う会計年度任用職 研修負担金 3 2 研修負担金 3 研修負担金 3
442千円×1人 442 フッ化物洗口業務を行う会計年度任用職 フッ化物洗口業務を行う会計年度任用職 フッ化物洗口業務を行う会計年度任用職
学校保健運営業務を行う会計年度任用職 442千円×1人（3補）-300千円 142 0 442千円×1人 442 442千円×1人 442
2491千円×0.3人 747 学校保健運営業務を行う会計年度任用職 学校保健運営業務を行う会計年度任用職 学校保健運営業務を行う会計年度任用職

2606千円×0.3人（9補正） 782 529 2571千円×0.3人 771 2571千円×0.3人 771

予算(決算)額 合　　計 1,662 合　　計 1,822 1,204 合　　計 2,049 合　　計 2,049
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,662 1,822 1,204 2,049 2,049

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.8 0.8 0.8 0.8 0
正職員人件費 6,960 7,120 7,120 7,120 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,622 8,942 8,324 9,169 2,049
(11)単位費用

86.22千円／人 89.42千円／人 74.32
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

社会環境や生活様式も大きく変化しており、子ども達の肥満や生活習慣病、アレルギー、薬物乱用、感染症等の問題が深 ●①事前確認での想定どおり
刻化していることから、学校保健会において、学校保健衛生に対する指導研究や対策を一層充実させる必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

会員協力のもと学校保健事業に関して様々な取り組みを行った。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校保健会を組織することで、専門家からの助言や情報共有

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 など学校保健事業に寄与していることから、必要な事業であ
□その他 　促進された る。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
46.4 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

生活習慣病への引き続き啓発する
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 112 140
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,942 △320 8,324 93.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.71

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 確認する！

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.89

% 10万円 1.35 151.69

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
　

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1027 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学校教育の充実 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 我孫子市学校保健会運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,169 千円 (うち人件費 7,120 千円）⑦事業費
総事業費 30,720 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 8,942 千円 (うち人件費 7,120 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 福祉総合計画　第２次心も身体

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会



を育む規範意識の醸成など、人間形成 学校管理下での児童生徒の災害に対して当該児童生徒の保護者に災害共済給付を行う制度に加入することや
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的 、学校設置者として損害賠償などが発生した場合に補てんする保険に加入することで、万が一の事態に備え
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。 る。
「日本スポーツ振興センター法施行令第５条」の規定により、学校管理下において発生した事故で、療養に 「賠償責任保険・補償保険」４月掛金納入・・・請求事務を事故発生時、随時　　　　　　　　　　　
要する費用が５，０００円以上の者につき、その児童生徒の保護者へ給付する。 「日本スポーツ振興センター災害共済給付」５月掛金納入・・・毎月取りまとめ請求事務及び給付金支払い
また、「賠償責任保険」では、学校施設の瑕疵、学校施設の管理業務遂行上の過失、学校業務遂行上の過失 当該年度 手続き事務
などについて、市が賠償責任を負う場合の補償について補てんする。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

日本スポーツ振興センター災害共済申請事務件数 想定値 800当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 678

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 学校管理下における事故の減少を目指す 直接 日本スポーツ振興センター災害共済申請事務件数 件 595 800

令和 4年度 学校管理下における事故の減少を目指す 直接 日本スポーツ振興センター災害共済申請事務件数 件 800

令和 5年度 学校管理下における事故の減少を目指す 直接 日本スポーツ振興センター災害共済申請事務件数 件 800

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

負担金 8,602 負担金 8,415 8,137 負担金 8,415 負担金 8,415
その他保険料 1,234 その他保険料 1,192 1,192 その他保険料 1,192 その他保険料 1,192

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,836 合　　計 9,607 9,329 合　　計 9,607 合　　計 9,607
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,931 5,882 5,779 5,882 5,882

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 ■その他 3,905 □特会 ■受益 □基金 □その他 3,725 3,550 □特会 ■受益 □基金 ■その他 3,725 □特会 ■受益 □基金 ■その他 3,725
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0
正職員人件費 2,610 2,670 2,670 2,670 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,446 12,277 11,999 12,277 9,607
(11)単位費用

15.56千円／件 15.35千円／件 17.7
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　学校の管理下における運動や授業中に起こる事故が年間1,000件近く発生する中、民間よりも安い掛金で給付を受ける ●①事前確認での想定どおり
ことができる災害共済への加入は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　また、学校における施設の瑕疵、業務上の過失などによる賠償に備えて賠償責任保険に加入する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

独立行政法人日本スポーツ振興センター災害共済給付制度の加入については、市が直接契約を結ぶ制度である。また、災
害共済給付の掛金は、保護者負担も少なく、信頼がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 児童生徒の学校管理下での怪我等の事故について、医療費等

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の災害共済給付申請を行う。賠償責任保険は、市が法律上の
□その他 　促進された 賠償責任が生じることにより被る損害に対して保険金の請求

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した を行う。補償保険は、市の損害賠償の有無にかかわらず市が
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 払う補償金（見舞金）に対して保険金の請求をする。学校業 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 日本スポーツ振興センター災害共済給付は、日本スポーツ振 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 務の中での予測し難い事故が発生した場合、円滑な解決によ ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 興センター法に基づき、低額な負担金で災害共済給付を受け □⑦その他 り、行政と市民の信頼関係を確保するために必要である。
サービスが保証される ることができる。 ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 賠償責任保険は、学校管理下での賠償案件は市に賠償責任が
実現が図られる 生じるため

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
595 800 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

日頃から学校で児童生徒への安全指導を実施しているため、目標を達成した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 678 117.99
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,277 169 11,999 97.74
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.36

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 日頃から学校で児童生徒への安全指導を実施しているた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 め、目標値以上となった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.52

件 10万円 5.65 115.4

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
児童生徒が安心して学校生活を送れるよう支援するものであり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1028 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学校における保険給付事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 日本スポーツ振興センター災害共済給付・任意保険給付事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,277 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 59,428 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性



全な実施を図るため、備品の維持管理を行う。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
給食調理に使用する機器や物品の、大型備品（真空冷却機・給湯器など）や中型備品（冷凍庫・冷蔵庫・炊 ・年間を通し、給食備品の維持管理（修繕）を行なう。
飯器など）、小型備品（野菜切機・球根皮剥機・配膳車など）について、修繕や購入など維持管理を行う。 ・年間を通し、給食備品を購入し、設置する。
給食施設整備方針の策定と方針に基づく設置管理を行う。 当該年度 　（工事を伴うものは、７，８月　１２月　３月に設置する。）

執行計画 ・食器洗浄機（台中）、真空冷却機（三小）、立体炊飯器（久寺家中）を購入し、設置する。
(3)事業内容 内　　容

購入する備品数 想定値 54当該年度
単位 個

活動結果指標 実績値 28

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 給食備品の計画的な整備、維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る。 間接 計画表に基づく、備品の設置率 % 52 80

令和 4年度 給食備品の計画的な整備、維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る。 間接 計画表に基づく、備品の設置率 % 87

令和 5年度 給食備品の計画的な整備、維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る。 間接 計画表に基づく、備品の設置率 % 99

全体的な備品の老朽化に伴う故障、備品購入の予算要求
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

備品購入費 3,378 備品購入費 2,917 14,133 備品購入費 5,000 給食施設整備方針に基づく対応 5,000
備品設置工事費 300 ＊ 食器洗浄機　１台（台中） 3,100 備品設置工事費 300 備品設置工事費 300
修繕費 6,500 ＊ 真空冷却機　１台（三小） 2,800 修繕費 6,500 修繕費 6,500
委託料 189 ＊ 立体炊飯器　３台（久寺家中） 2,550 委託料 189 委託料 189

＊ 牛乳保冷庫（湖北中） 1,200 ＊ 真空冷却機１台（湖北小）（予備費） 2,790 ＊ 食器洗浄機　１台（我中） 2,500 ＊ 食器洗浄機　１台（湖中） 2,500
＊ 牛乳保冷庫（我孫子中） 2,000 備品設置工事費（補正） 100 69 ＊ スチームコンベクション１台（湖中） 2,600 ＊ スチコン　１台（久中） 2,600
＊ 低輻射ガス回転釜（我孫子中） 1,700 修繕費 6,500 6,208 ＊ 消毒保管機　大３台（白中） 6,000 ＊ 消毒保管機　大２台（白中） 4,000

実施内容 給食施設整備方針の策定 委託料 189 189 ＊ 真空冷却機１台（湖小） 2,800 ＊ 真空冷却機１台（並木小） 2,800
予備費　冷蔵庫（我孫子中） 46 給食施設整備方針に基づく対応 ＊ 牛乳保冷庫　大１台（高小） 1,400 ＊ 牛乳保冷庫　大１台（久中） 1,400

(8)施行事項
費　　用 予備費　スポットクーラー（全校） 1,980 ＊ 立体炊飯器　３台（湖中） 2,550 立体炊飯器　２台（西小） 1,700

給食施設整備方針に基づく対応 給食施設整備方針に基づく対応

予算(決算)額 合　　計 17,293 合　　計 20,946 20,599 合　　計 29,839 合　　計 26,989
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 17,293 20,946 20,599 29,839 26,989

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.2 0.2 0.35 0
正職員人件費 3,045 1,780 1,780 3,115 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 20,338 22,726 22,379 32,954 26,989
(11)単位費用

549.68千円／個 420.85千円／個 799.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校給食の安全性の確保、質の向上のために必要である。 ○①事前確認での想定どおり
●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

給食備品の突発的な故障により、計画していない大型備品等購入の必要性が生じた。
また、メーカー買い替え推奨時期を過ぎてもなお使用しているものがほとんどのため、故障が増えている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校給食備品の購入や維持管理は、設置者である市が実施主

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 体となり、計画的に行う必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
52 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

購入優先順位を精査した結果、計画通りに購入ができなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 28 35
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,726 △2,388 22,379 98.47
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△11.74

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 現状に基づき、優先順位を決め、計画的に整備を行った

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 が、老朽化等で故障が相次ぎ、当初想定した以上の備品

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.35 購入が必要となったため。

% 10万円 0.13 37.14

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1030 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校給食備品管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 21,449 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 22,726 千円 (うち人件費 1,780 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 学校給食の円滑な運営及び安



で良質な学校給食を提供する
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
・小、中学校（１９校）の給食管理･指導業務。 ・年３回（６・１０・２月）市内１９校の給食室の点検を実施し、改善等の指導を行う。
・学校給食関係者対象の研修会を実施する。 ・学校給食会総会（４月）定例栄養士会（８月を除く各月）、調理研修会（６・１０・２月）を実施する。
・学校給食用消耗品等の購入や維持管理を行う。 当該年度 ・学校給食関係者（栄養士及び委託の調理員）の衛生管理研修会を８月に行う。
・学校給食関係職員等の細菌検査を実施する。 執行計画 ・給食業務関係者の腸内細菌検査を毎月実施する。

(3)事業内容 内　　容 ・給食施設の清掃保守点検および修繕を行う。 ・７～８月（夏季休業中）に給食室のダクト清掃業務を行う。　　
・会計年度任用職員の人事管理全般を行う。 ・学校給食費補助事業（第３子以降分）を行う。
・学校給食費補助事業（第３子以降分）を行う。 安心・安全でおいしい学校給食の実施率 想定値 100当該年度

（年間実施実績回数／当初予定実施回数） 単位 %
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 円滑な給食調理業務及び消耗品等の維持管理・職員の細菌検査、施設の清掃保守点検を実施することで安全・安心な学校給食の 間接 安心・安全でおいしい学校給食の実施率 ％ 100 100
実施を図る。 （年間予定日数を達成度１００％とする）

令和 4年度 円滑な給食調理業務及び消耗品等の維持管理・職員の細菌検査、施設の清掃保守点検を実施することで安全・安心な学校給食の 間接 安心・安全でおいしい学校給食の実施率 ％ 100
実施を図る。 （年間予定日数を達成度１００％とする）

令和 5年度 円滑な給食調理業務及び消耗品等の維持管理・職員の細菌検査、施設の清掃保守点検を実施することで安全・安心な学校給食の 間接 安心・安全でおいしい学校給食の実施率 ％ 100
実施を図る。 （年間予定日数を達成度１００％とする）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 10,769 消耗品費 11,671 11,595 消耗品費 12,140 消耗品費 12,140
手数料 1,184 手数料 1,045 863 手数料 1,045 手数料 1,045
委託・修繕費 2,828 普通旅費 32 8 普通旅費 32 普通旅費 32
旅費 144 研修旅費 60 23 研修旅費 114 研修旅費 114
負担金 29 負担金 29 29 負担金 29 負担金 29

＊ 食材購入費（放射性物質測定分） 102 学校給食費補助事業（第３子以降分） 11,247 10,558 学校給食費補助事業（第３子以降分） 12,747 学校給食費補助事業（第３子以降分） 12,747
＊ 放射性物質分析機器移設手数料 116 会計年度任用職員（１人）報酬 2,370 2,370 会計年度任用職員（１人）報酬 2,366 会計年度任用職員（１人）報酬 2,366

実施内容 学校給食費補助事業（第３子以降分） 13,242 会計年度任用職員（１人）職員手当 257 256 会計年度任用職員（１人）職員手当 257 会計年度任用職員（１人）職員手当 257
学校給食関係業務を行う会計年度任用 会計年度任用職員（１人）社会保険料 406 406 会計年度任用職員（１人）社会保険料 406 会計年度任用職員（１人）社会保険料 406

(8)施行事項
費　　用 職員1人 会計年度任用職員（１人）費用弁償 45 42 会計年度任用職員（１人）社会保険料 45 会計年度任用職員（１人）社会保険料 45

2,952千円×1人 2,952
高野山小学校学校給食業務を行う会計
任用職員9人　7,839千円 7,839

予算(決算)額 合　　計 39,205 合　　計 27,162 26,150 合　　計 29,181 合　　計 29,181
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 38,731 26,688 26,150 28,707 29,181

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 474 □特会 □受益 □基金 ■その他 474 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 474 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 11.7 9.4 9.4 11.7 0
正職員人件費 101,790 83,660 83,660 104,130 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 140,995 110,822 109,810 133,311 29,181
(11)単位費用

774.7千円／日 1,108.22千円／% 1,098.1
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校給食の安全性、質の向上のために必要である。　　 ●①事前確認での想定どおり
法制度等に対応する必要・義務がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

学校給食に必要な人的・物的管理及び衛生管理全般において、計画通り実施し、学校給食の安心・安全につなげることが
できた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校給食管理運営に必要な施設の維持管理、給食従事者の研

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 修、消耗品の購入、補助金事務などは、学校設置者である市
□その他 　促進された が主体となり行う必要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 学校設置者である市が実施主体となり、計画的に行うことが

できたため
＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画的に実施できたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 110,822 30,173 109,810 99.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

21.4

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

％ 10万円 0.09 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1031 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校給食管理運営事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 11 人 (換算人数 9.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 112,372 千円 (うち人件費 83,660 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 110,822 千円 (うち人件費 83,660 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 安全



性を育む規範意識の醸成など、人間形成 地元で生産される米・野菜を学校給食に導入することにより、食に関する教育の充実、地産地消を図り、児
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的 童生徒の地域に根ざした食に対する理解を深め「食育」を推進する。
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
・我孫子産米「コシヒカリ」を市内小中学校の学校給食に全量使用し、使用回数は週３．９回　を維持す　 ６月：食する関する実態調査の実施。
　る。 ９月：「学校給食用我孫子産米調達業務委託」債務負担行為設定。（令和４年度～令和４年度）
・我孫子産野菜を市内小中学校の学校給食に月１～４回使用する。 当該年度
・地元産農産物を取り入れた学校給食を通じて、我孫子市の農業への興味・関心を高め、郷土愛を育む。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

我孫子産米・野菜が給食で使用されていることを知っている児童生徒 想定値 17,046当該年度
数。（全学年、アンケートを実施し回答があったもの） 単位 人

活動結果指標 実績値 14,940

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 米飯給食の実施することにより我孫子産米・野菜の周知度を高める。 直接 我孫子産米・野菜が給食で使用されていることを知っている児童生徒 ％ 87.6 90
の割合。

令和 4年度 米飯給食の実施することにより我孫子産米・野菜の周知度を高める。 直接 我孫子産米・野菜が給食で使用されていることを知っている児童生徒 % 95
の割合。

令和 5年度 米飯給食の実施することにより我孫子産米・野菜の周知度を高める。 直接 我孫子産米・野菜が給食で使用されていることを知っている児童生徒 % 100
の割合。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子産米調達業務委託料 6,913 我孫子産米調達業務委託料 6,688 6,673 我孫子産米調達業務委託料 6,269 我孫子産米調達業務委託料 6,269
債務負担行為設定（令和２年度～ 【債務負担】（令和３年度～ 債務負担行為設定（令和４年度～ 債務負担行為設定（令和５年度～
令和２年度） 令和３年度） 令和４年度） 令和５年度）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,913 合　　計 6,688 6,673 合　　計 6,269 合　　計 6,269
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,913 6,688 6,673 6,269 6,269

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.2 0.2 0.25 0
正職員人件費 2,175 1,780 1,780 2,225 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,088 8,468 8,453 8,494 6,269
(11)単位費用

0.49千円／人 0.5千円／人 0.57
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・飽食の時代と言われ食べ物があふれる現代、その一方で偏った食事、栄養バランスの崩れにより生活習慣病の予防が大 ●①事前確認での想定どおり
きな課題となっています。子どものころから食の大切さや正しい知識を学んで、豊かな食生活を送れるようにするための ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 「食育」の重要性が増大しています。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・こうした食に関する関心の高まりはあるが、知識、機会は不足しているのが現状であり、子どもの頃から、食卓にのぼ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

るまでの過程の理解や食品の選択の機会、生産者と消費者の間の顔の見える関係づくりが必要となっています。 給食の献立や栄養士が行う食育の授業及び日々の声がけなどの情報発信によって、学校給食で我孫子産米や我孫子産野菜
・地元生産米を学校給食で使用することにより、地域に根ざした食の理解、関心を高める機会を提供することに繋がりま が使われていることを知っている児童生徒が８０％を超えている。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 安定した提供を図るために、必要な予算措置を行い、農協や

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 農産物直売所及び生産者と連携を図り実施した。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
87.6 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

栄養士による食育や情報発信による食への関心が深められた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 87.6 97.33
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,468 620 8,453 99.82
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.82

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.06

％ 10万円 1.04 98.11

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1033 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学校給食の運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 我孫子産米及び我孫子産野菜の学校給食の導入事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,049 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 8,468 千円 (うち人件費 1,780 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会



す 学校において、換気、採光、照明及び保温を適切に行い、清潔を保つ等環境衛生の維持に努め、必要に応じ
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 てその改善を図る。
展開方向

毎年時期を定めて、学校環境の実態を把握し、基準に示された環境の維持と必要に応じ適切な改善を行うな 簡易専用水道、二酸化炭素検査（年間）塩素滅菌機管理委託・交換修繕（随時）、学校衛生用品消耗品配布
どの事後措置を講じる。 （年間）、廃棄文書処理委託（7月）、通学路標示板管理委託、その他樹木消毒・害虫駆除等、（各学校薬
感染症・熱中症予防対策として消毒液や経口補水液等を配布して対応を図る。 当該年度 剤師による定期検査・学校職員による日常点検・一部民間委託）必要に応じ施設及び設備の修繕等環境衛生
放射線量の測定を校庭５ヶ所の定点測定と、学校敷地内の空間放射線量を測定・確認し、結果をホームペー 執行計画 の維持、改善の措置を講じる。放射線量測定（年1回）、通学路の点検（年間）。　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容 ジで公表する。
児童生徒が安全に通学できるように必要に応じて通学路に関係する機関と連携し点検を行う。
災害時に備え、各学校での防災態勢・防災教育を行う。 教室内空気検査の基準値内校 想定値 19当該年度

単位 校
活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 基準値内をめざす 直接 基準値内校/全１９校 ％ 84 100

令和 4年度 基準値内をめざす 直接 基準値内校/全１９校 ％ 100

令和 5年度 基準値内をめざす 直接 基準値内校/全１９校 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

学校薬剤師報酬 2,280 学校薬剤師報酬 2,280 2,280 学校薬剤師報酬 2,280 学校薬剤師報酬 2,280
学校薬剤師報償費 532 学校薬剤師報償費 527 513 学校薬剤師報償費 527 学校薬剤師報償費 527
消耗品 7,932 消耗品（流用　-59） 6,509 6,355 消耗品 6,628 消耗品 6,628
塩素滅菌機等修繕料 400 塩素滅菌機等修繕料 302 300 塩素滅菌機等修繕料 302 塩素滅菌機等修繕料 302
医薬材料費 151 医薬材料費 90 89 医薬材料費 152 医薬材料費 152
飲料水水質検査等手数料 1,137 飲料水水質検査等手数料　3補　-400 416 399 飲料水水質検査等手数料 815 飲料水水質検査等手数料 815
樹木管理等委託料 5,352 樹木管理等委託料　3補　-1480 933 825 樹木管理等委託料 2,413 樹木管理等委託料 2,413

実施内容 学校保健室備品購入費 213 環境衛生業務を行う会計年度任用職員 環境衛生業務を行う会計年度任用職員 環境衛生業務を行う会計年度任用職員
環境衛生業務を行う会計年度任用職員 2606千円×0.3人　9補 782 528 2571千円×0.3人 771 2571千円×0.3人 771

(8)施行事項
費　　用 2491千円×0.3人 747

学校保健室備品購入費
（非接触型体温計・補正予算） 502
消耗品費（予備費対応） 728

予算(決算)額 合　　計 19,974 合　　計 11,839 11,289 合　　計 13,888 合　　計 13,888
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 19,974 11,839 11,289 13,888 13,888

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.5 0
正職員人件費 4,350 4,450 4,450 4,450 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,324 16,289 15,739 18,338 13,888
(11)単位費用

1,280.21千円／校 857.32千円／校 828.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

児童生徒・教職員の健康保持のため、学校保健安全法に規定された、学校環境衛生検査を実施し、結果によって事後措置 ●①事前確認での想定どおり
や改善を図る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令に従い実施した

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 法令に規定があり、学校設置者である市が実施する必要があ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている プールの排水は下水処理状況に応じ塩素中和剤を使用する。 プールの排水の取り扱いや樹木消毒時の安全確保 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 校庭に撒くときはろ過機で再循環する。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
84 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な管理の結果、目標を達成した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,289 8,035 15,739 96.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

33.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.61

％ 10万円 0.64 104.92

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1034 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学校における保健管理 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校の環境衛生事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 18,338 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 75,516 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,289 千円 (うち人件費 4,450 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施



中学校１９校の学校運営費の予算管理を一括で行い事務の効率化や適正な予算執行を図り、児童生徒
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 の学習環境の整備を行う。
展開方向

・市内の全小中学校を運営維持していくため必要な光熱水費や消耗品等学校運営経費全般の予算管理（予算 ・市内小中学校１９校の予算管理事務を一括で行い事務の効率化を図る。
の執行や伝票作成など庶務的事務全般）を行う。 ・経費削減のためプール施設の民間委託を試行する。また、プール施設の共同利用の検討を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正な執行を行っている学校数 想定値 19当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各学校の必要とする予算を把握して適切に配当を行い、児童生徒の学習環境を整える。 直接 学校への分配予算の平均執行率 ％ 90 95

令和 4年度 各学校の必要とする予算を把握して適切に配当を行い、児童生徒の学習環境を整える。 直接 学校への分配予算の平均執行率 ％ 100

令和 5年度 各学校の必要とする予算を把握して適切に配当を行い、児童生徒の学習環境を整える。 直接 学校への分配予算の平均執行率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 215,504 小学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 206,679 176,749 小学校管理運営事業（消耗品・光熱水 216,498 学校管理運営事業（消耗品・光熱水 216,498
中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 119,476 ＊ 中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 112,252 96,232 中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 113,364 中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 113,364

＊ 校外学習用ＡＥＤレンタル料 119 (中学校屋内運動場空調電気料を含む） 中学校屋内運動場空調電気使用料 1,800 中学校屋内運動場空調電気使用料 1,800

【プール施設】 【プール施設】 【プール施設】 【プール施設】
民間活用・共同利用等の検討・決定 民間活用・共同利用等の検討・決定 民間活用・共同利用等の検討・決定 民間活用・共同利用等の検討・決定

実施内容 ＊ 水泳指導委託料 991 ＊ 水泳指導委託料 1,558 1,356 水泳指導委託料 1,558 水泳指導委託料 1,558

(8)施行事項
費　　用 【布佐中学校区学校施設】 【布佐中学校区学校施設】 【布佐中学校区学校施設】 【布佐中学校区学校施設】

＊ 学校施設の在り方等検討 0 ＊ 学校施設の在り方等検討 0 0 ＊ 学校施設の在り方等検討 0 ＊ 学校施設の在り方等検討 0

【学校保健特別対策事業補助金関連】 【学校保健特別対策事業補助金】
予備費 ＊ 小学校新型コロナウイルス感染症 12,640 9,129
小学校新型コロナウイルス感染症 6 対策用消耗品費(繰越明許を含む）
対策用消耗品費 ＊ 中学校新型コロナウイルス感染症 4,190 2,039
中学校新型コロナウイルス感染症 20 対策用消耗品（繰越明許を含む）
対策用消耗品

予算(決算)額 合　　計 336,116 合　　計 337,319 285,505 合　　計 333,220 合　　計 333,220
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 336,116 337,319 285,505 333,220 333,220

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.6 2.6 2.6 2.6 0
正職員人件費 22,620 23,140 23,140 23,140 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 358,736 360,459 308,645 356,360 333,220
(11)単位費用

18,880.84千円／校 18,971.53千円／校 16,244.47
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・学校の設置者として、学校を維持管理していくため必要な管理運営事業、児童生徒の学習ニーズに対応し快適で安心な ●①事前確認での想定どおり
学習環境を維持するための消耗品購入や備品の修繕、光熱水費などの学校管理全般を担う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

小中学校19校の予算管理を一括管理し、適正かつ、効果的に執行した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市で予算管理を行っているため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な予算措置を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 105.26
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 360,459 △1,723 308,645 85.63
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症対策用消耗品購入費については、翌年度に繰
り越しを行ったため。

△0.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症対策用消耗品購入費について

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 は、翌年度に繰り越しを行ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

％ 10万円 0.03 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1035 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校管理運営事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 3年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 2.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 356,360 千円 (うち人件費 23,140 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 360,459 千円 (うち人件費 23,140 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施す 市内小



を実施す 市内の小学校の児童が安全に学校生活を送ることができるよう対応する。
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的
展開方向

小学校の授業日に１日１人体制で８時間（４時間×２人）、児童の安全確保のために各校３人の安全管理員 学校内の巡視・来校者の確認、不審者の通報、門扉・フェンス等の点検、校庭の環境整備等（年間）　　　
を配置する。安全管理員は学校内の巡視、来校者の確認、不審者の通報、門扉、フェンス等の点検、校庭の 　　　　　　
環境整備を行う。また、児童に危険が及ばないよう配慮する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

安全に教育活動ができた学校数（小学校１３校） 想定値 13当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 13

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 不審者侵入による児童への危害発生や学習への障害を未然に防止する。 直接 未事故であった小学校 校 13 13

令和 4年度 不審者侵入による児童への危害発生や学習への障害を未然に防止する。 直接 未事故であった小学校 校 13

令和 5年度 不審者侵入による児童への危害発生や学習への障害を未然に防止する。 直接 未事故であった小学校 校 13

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

安全管理員給料 20,312 安全管理員給料 18,740 17,611 安全管理員給料 18,740 安全管理員給料 18,740
職員手当 447 職員手当 447 447 職員手当 447 職員手当 447
研修旅費 20 研修旅費 20 0 研修旅費 20 研修旅費 20
消耗品 115 消耗品 91 91 消耗品 91 消耗品 91

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 20,894 合　　計 19,298 18,149 合　　計 19,298 合　　計 19,298
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 20,894 19,298 18,149 19,298 19,298

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0
正職員人件費 1,305 1,335 1,335 1,335 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 22,199 20,633 19,484 20,633 19,298
(11)単位費用

1,707.62千円／校 1,587.15千円／校 1,498.77
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

文部科学省は、「危機管理マニュアル」による学校の安全管理の徹底と児童生徒の安全確保に関する対応の一層の充実を ●①事前確認での想定どおり
求め、防犯施設・設備の充実とともに学校での定期的な点検、緊急時の防犯、避難訓練、地域住民と連携した学校内外で ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の巡視等の対応を実施するよう求めている。我孫子市では、この対応の一環として、全小学校に安全管理員を配置するこ ○要
   背景は？(事業の必要性) とで児童の安全を確保していることから、必要な事業である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

安全管理員の配置により、不審者等による事件の発生がなかった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校設置者である市の責任において安全を確保する必要があ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 巡視中の清掃や除草による環境美化 校内巡回のほか、必要に応じてごみの回収や除草など環境美 ●①想定どおり
□②生き物と共存している 化に貢献した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
13 13 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

安全管理員が責任をもって業務を遂行した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 13 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 20,633 1,566 19,484 94.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

7.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 1日の勤務時間（原則、午前4時間、午後4時間）を、2学

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 期から試行的に削減（午前3時間30分、午後3時間30分）

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06 したため。

校 10万円 0.07 116.67

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。
児童の安全確保のため、引き続き安全管理員を配置し、事故防止に努める。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1036 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 学校教育の充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小学校の安全管理員の配置 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 20,633 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 70,775 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新



９校の備品管理事務を通じ、学習環境の整備を行う。事務の効率化や適正な予算執行・備品
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 の有効活用を図る。
展開方向

・市内の全小中学校を運営維持していくための学校備品を適正に購入管理する。（学校備品予算の執行や伝 ・市内小中学校19校の備品管理事務を一括で行いながら学習環境の整備を行うと共に、事務の効率化や適正
票作成・備品台帳の管理など庶務的事務全般） な予算執行・備品の有効活用を図る。
・教育基本法の改正を踏まえ、子どもたちに「生きる力」を育むことを目指し、言語活動・理科教育・外国 当該年度 ・備品の老朽化、学級数の増加などの理由により、教育備品の充実が求められることから、計画的な購入を
語教育・道徳教育・体験教育などの充実を図る。 執行計画 すすめていく。備品管理システムを活用し学校備品の管理を適正かつ効率的に行う。

(3)事業内容 内　　容 ・各学校の備品を管理するため、システムを導入し適正かつ効率的な備品の活用を行う。

更新計画に基づく整備の執行率 想定値 15当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 15

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 理科室実験台・椅子、緞帳更新計画に基づき計画的に備品を整備し、学習環境を整える。 直接 更新計画に基づく執行率 % 9 15

令和 4年度 理科室実験台・椅子、緞帳更新計画に基づき計画的に備品を整備し、学習環境を整える。 直接 更新計画に基づく執行率 ％ 30

令和 5年度 理科室実験台・椅子、緞帳更新計画に基づき計画的に備品を整備し、学習環境を整える。 直接 更新計画に基づく執行率 ％ 50

　購入から３０年以上経っている老朽化した大型備品が多くあり、買い替えには多額の購入費がかかることから、事業計画を立
(7)事業実施上の課題と対応 て、調整をしながら効率的に購入することが必要になる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校備品購入費 18,191 ＊ 小学校備品購入費(教育振興基金含む） 24,873 23,633 小学校備品購入費 18,178 小学校備品購入費 18,178
中学校備品購入費 9,918 ＊ 中学校備品購入費(教育振興基金含む） 14,017 13,908 中学校備品購入費 9,918 中学校備品購入費 9,918
小学校備品管理システム使用料 462 小学校備品管理システム使用料 462 462 小学校備品管理システム使用料 462 小学校備品管理システム使用料 462
中学校備品管理システム使用料 198 中学校備品管理システム使用料 198 198 中学校備品管理システム使用料 198 中学校備品管理システム使用料 198

＊ 中学校備品購入費（学級増に伴う)湖北 355 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う) 990 983 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,472 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,472
＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 200 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 352 320 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,290 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,290

(高跳び用マット　湖北小) ＊ 小学校備品購入（学級増に伴う） 424 420
実施内容 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 374

（体育館パイプ椅子　久寺家中） 【学校保健特別対策事業補助金】
(8)施行事項

費　　用 ＊ 小学校新型コロナウイルス感染症 23,030 8,313
【学校保健特別対策事業補助金関連】 対策用備品購入費（繰越明許を含む）
予備費 ＊ 中学校新型コロナウイルス感染症 12,730 6,100
小学校新型コロナウイルス感染症 4,245 対策用備品購入費（繰越明許を含む）
対策用備品購入費
中学校新型コロナウイルス感染症 2,321
対策用備品購入費

予算(決算)額 合　　計 36,264 合　　計 77,076 54,337 合　　計 31,518 合　　計 31,518
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 36,264 77,076 54,337 31,518 31,518

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.3 0.3 0.35 0
正職員人件費 3,045 2,670 2,670 3,115 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 39,309 79,746 57,007 34,633 31,518
(11)単位費用

393.09千円／％ 5,316.4千円／％ 3,800.47
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校の設置者として、児童生徒の学習ニーズに対応しながら教育備品の整備管理を行う。学校を維持管理していくため必 ●①事前確認での想定どおり
要な備品購入およびその管理を担う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

計画的に備品の購入を行ったことで学校に維持管理を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市は予算の管理を行い、学校は優先順位を決めて備品を購入

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 することで教育備品の充実を図ることができるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
9 15 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正な予算措置を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 79,746 △40,437 57,007 71.49
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症対策用備品購入費については、翌年度に繰り
越しを行ったため。

△102.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症対策用備品購入費については

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 、翌年度に繰り越しを行ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

% 10万円 0.03 150

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1037 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校備品管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 33,192 千円 (うち人件費 2,670 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 79,746 千円 (うち人件費 2,670 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施す 市内小中学校１



見や助言を参考とした地域に開かれた学校づくりを推進する。
施策目的・

(2)目的 を中心に、自然や歴史、文化、人材などの地域資源を学習や部活動に活用していきます。また、学校評議員 事業目的
展開方向

制度による開かれた学校づくりに取り組み、学校と地域の交流の拡大を図ります。
市内の全小中学校に、学校評議員制度を設置し教育委員会は、公募委員を含め、１校あたり８名以内の委員 市内の全小中学校に１校あたり８名の委員を委嘱し、各学校年４回評議員会を開催する。
を委嘱する。評議員は年４回開催される評議員会において、校長が求める事項に関して意見や助言を行う。
校長が意見や助言を学校運営に反映させ、地域とともに学校づくりを推進する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

全小中学校の学校評議員による会議への出席人数（延べ人数） 想定値 330当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 283

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 学校評議員による学校評価および改善への取り組み状況を把握し、学校に反映させることにより地域に開かれた学校を展開する 間接 学校評議員による学校評価及び改善への学校の取組み状況。 ％ 80 90
。

令和 4年度 学校評議員による学校評価および改善への取り組み状況を把握し、学校に反映させることにより地域に開かれた学校を展開する 間接 学校評議員による学校評価及び改善への学校の取組み状況。 ％ 92
。

令和 5年度 学校評議員による学校評価および改善への取り組み状況を把握し、学校に反映させることにより地域に開かれた学校を展開する 間接 学校評議員による学校評価及び改善への学校の取組み状況。 ％ 95
。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

学校評議員報償費 学校評議員報償費 学校評議員報償費 学校評議員報償費
小学校1000円/回＊年４回＊６人＊１３ 312 小学校1000円/回＊年４回＊６人＊１３ 312 180 小学校1000円/回＊年４回＊６人＊１３ 312 小学校1000円/回＊年４回＊６人＊１３ 312
中学校1000円/回＊年４回＊８人＊６校 192 中学校1000円/回＊年４回＊８人＊６校 192 103 中学校1000円/回＊年４回＊８人＊６校 192 中学校1000円/回＊年４回＊８人＊６校 192

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 504 合　　計 504 283 合　　計 504 合　　計 504
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 504 504 283 504 504

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0
正職員人件費 870 890 890 890 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,374 1,394 1,173 1,394 504
(11)単位費用

4.16千円／人 4.22千円／人 4.14
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成１０年の中央教育審議会答申「今後の地方教育行政のあり方について」を踏まえ、校長のリーダーシップのもと ●①事前確認での想定どおり
組織的・積極的な学校運営が行われるよう法令が改正された。学校教育法施行規則第４９条「小学校には、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 設置者の定めるところにより、学校評議員を置くことができる。」と学校評議員の設置が位置付けられている。今、 ○要
   背景は？(事業の必要性) 学校や保護者や地域住民などの信頼に応え、開かれた学校をつくるために、学校評議員制度はその推進役として ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

重要な役割を担う。 学校評価に関する意見を評議委員からもらうことで、地域に根差した学校運営を目指すことができる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 規則により評議委員を市教育委員会が委嘱のし設置すること

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 になっている。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

コロナ禍のため、開催回数が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 80 88.89
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,394 △20 1,173 84.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

コロナ禍のため、開催回数が減少したため。

△1.46

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 コロナ禍のため、開催回数が減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.46

％ 10万円 6.82 105.57

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1039 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校評議員制度の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成13年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,394 千円 (うち人件費 890 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52201 重点なし ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

学校教育を地域全体で支えるため、ＰＴＡと協働し、市内の全小中学校に設置されている学校支援地域本部 保護者・地域から選出された学校評議員の意



ービスを提供していける 小中学校給食調理業務民間委託を継続し、食に関する指導の充実と、委託による財政負担の軽減を図る。
施策目的・

(2)目的 よう、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら事業の委託化や民営化を進めるとともに、公の施設の 事業目的
展開方向

管理運営にあたっては指定管理者制度の活用を進めます。また、事業の必要性や実施主体のあり方などにつ
・調理業務民間委託により、人件費において市の財政負担の軽減を図る。また学校栄養職員が行なっていた ・小中学校給食調理業務民間委託の継続実施するにあたり年間を通した安定運営の確認と必要に応じた研修
　調理従事者の衛生管理や労務管理の時間軽減を図り、加えて学校栄養職員が行なう給食指導や「食育」の 　支援・指導を行う。　
　充実を図る。 当該年度 ・４年度委託に向けて、湖北小・布佐小・湖北台西小・並木小・布佐南小・我孫子中・布佐中の７校に対し

執行計画 て３年に１度の契約業者特定のためのプロポーザルによる選定を行う。
(3)事業内容 内　　容

（委託化した学校数） 想定値 19当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 調理業務民間委託により、人件費において市の財政負担の軽減を図る。 直接 円滑な給食調理業務の民間委託実施校数 校 19 19

令和 4年度 調理業務民間委託により、人件費において市の財政負担の軽減を図る。 直接 円滑な給食調理業務の民間委託実施校数 校 19

令和 5年度 調理業務民間委託により、人件費において市の財政負担の軽減を図る。 直接 円滑な給食調理業務の民間委託実施校数 校 19

調理業務委託では、学校栄養士、給食担当における調理業務実施状況管理が重要となる。今後は、学校栄養士、給食担当が連携
(7)事業実施上の課題と対応 し、安全でおいしい給食の提供ができるよう調理業務実施状況管理をさらに進める。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校給食調理業務委託　　１１校 236,697 給食調理業務委託（一小） 22,385 22,385 給食調理業務委託（一小） 22,385 給食調理業務委託（一小） 22,385
中学校給食調理業務委託　　　５校 124,041 給食調理業務委託（二小）（補正） 20,020 20,020 給食調理業務委託（二小） 20,650 給食調理業務委託（二小） 20,650
布佐小・布佐中学校給食調理業務委託 31,460 給食調理業務委託（三小）（補正） 26,983 26,983 給食調理業務委託（三小） 27,400 給食調理業務委託（三小） 27,400
契約業者選定（我孫子二小、我孫子三 給食調理業務委託（四小） 31,387 31,387 給食調理業務委託（四小） 31,387 給食調理業務委託（四小） 31,387
小、根戸小、新木小、湖北台中） 給食調理業務委託（湖小） 16,638 16,638 給食調理業務委託（湖小） 16,638 給食調理業務委託（湖小） 16,638
3年度新規委託開始の準備（高野山小） 給食調理業務委託（西小） 16,500 16,500 給食調理業務委託（西小） 16,500 給食調理業務委託（西小） 16,500
報酬 14 給食調理業務委託（根小）（補正） 28,374 28,374 給食調理業務委託（根小） 28,960 給食調理業務委託（根小） 28,960

実施内容 給食調理業務委託（東小） 16,940 16,940 給食調理業務委託（東小） 16,940 給食調理業務委託（東小） 16,940
給食調理業務委託（新小）（補正） 21,126 21,126 給食調理業務委託（新小） 21,140 給食調理業務委託（新小） 21,140

(8)施行事項
費　　用 給食調理業務委託（並小） 19,250 19,250 給食調理業務委託（並小） 19,250 給食調理業務委託（並小） 19,250

給食調理業務委託（南小） 14,419 14,419 給食調理業務委託（南小） 14,419 給食調理業務委託（南小） 14,419
給食調理業務委託（我中） 32,041 32,041 給食調理業務委託（我中） 32,041 給食調理業務委託（我中） 32,041
給食調理業務委託（湖中） 20,691 20,691 給食調理業務委託（湖中） 20,691 給食調理業務委託（湖中） 20,691
給食調理業務委託（台中）（補正） 18,380 18,380 給食調理業務委託（台中） 18,420 給食調理業務委託（台中） 18,420
給食調理業務委託（久中） 23,837 23,837 給食調理業務委託（久中） 23,837 給食調理業務委託（久中） 23,837
給食調理業務委託（白中） 27,346 27,346 給食調理業務委託（白中） 27,346 給食調理業務委託（白中） 27,346
給食調理業務委託（布小・布佐中） 31,460 31,460 給食調理業務委託（布小・布佐中） 31,460 給食調理業務委託（布小・布佐中） 31,460

＊ 給食調理業務委託（高小）（補正） 24,200 24,200 給食調理業務委託（高小） 25,390 給食調理業務委託（高小） 25,390
選定委員報酬 14 14 選定委員報酬 14 選定委員報酬 14

予算(決算)額 合　　計 392,212 合　　計 411,991 411,991 合　　計 414,868 合　　計 414,868
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 392,212 411,991 411,991 414,868 414,868

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.45 0.45 0.65 0
正職員人件費 5,655 4,005 4,005 5,785 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 397,867 415,996 415,996 420,653 414,868
(11)単位費用

22,103.72千円／校 21,894.53千円／校 21,894.53
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

第2次行政改革指針に基づく、小中学校給食調理業務民間委託の推進をはかり、安定的な給食提供を行うため調理業務委 ●①事前確認での想定どおり
託の継続を行う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新規業務委託の高野山小学校、3年毎の調理業務委託の業者選定が円滑に実施でき、安定した給食の提供につなげること
ができたから。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 給食調理業務の委託事業者の選定や契約及び業務遂行の確認

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 などは設置者である市が行わなければならない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 我孫子市の学校給食調理業務を委託する業者選定、委託契約 ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 及び業務遂行の確認等を市が行うべきである。 □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
19 19 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規の高野山小学校、3年毎の調理業務委託の業者選定も円滑に実施し、安定し
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 19 100

た給食の提供が行えた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 415,996 △18,129 415,996 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.46

校 1000万円 0.46 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1040 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校給食調理業務の民間委託事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.45 人）
(1)事業概要

(当　初) 418,873 千円 (うち人件費 4,005 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 415,996 千円 (うち人件費 4,005 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83202 重点なし ○有 ○無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサ



切に児童生徒の学籍管理を行う。
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的
展開方向

・学級編制事務　　 ・就学児童生徒の保護者に対し、入学通知書を発送。　　
・学齢簿作成管理　　 ・学区外、区域外就学の手続き。　　
・入学、退学、転学の手続き　　 当該年度 ・入学、退学、転学の手続き。　　　　　　　
・学区外就学、区域外就学の手続き 執行計画 ・学齢簿の管理。　　

(3)事業内容 内　　容 ・我孫子市通学区審議会 ・学級編制協議（各小中学校・教育事務所）
・我孫子市通学区審議会　　　
適切な事務を遂行し、学齢簿を適正に管理する件数。 想定値 9,083当該年度

単位 件数
活動結果指標 実績値 8,853

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各法令による適切な事務の遂行。 直接 適切な事務の遂行。 % 100 100

令和 4年度 各法令による適切な事務の遂行。 直接 適切な事務の遂行。 % 100

令和 5年度 各法令による適切な事務の遂行。 直接 適切な事務の遂行。 % 100

地域により各小中学校の児童生徒数に偏りがある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・入学通知書　　在庫で対応　　 0 ・通学区審議会委員報酬 0 0 ・通学区審議会委員報酬 35 ・通学区審議会委員報酬 35
・転校届　　　在庫で対応　　　 0 ・転校届　　　在庫で対応　　　 0 0
・通学区審議会委員報酬 35 ・通学区審議会委員報酬 35 0

＊ 【布佐中学校区学校施設】
＊ ・学校施設の在り方等検討

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 35 合　　計 35 0 合　　計 35 合　　計 35
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 35 35 0 35 35

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1 1 1 1 1
正職員人件費 8,700 8,900 8,900 8,900 8,900

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,735 8,935 8,900 8,935 8,935
(11)単位費用

0.87千円／件数 0.98千円／件数 1.01
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小中学校の学齢簿作成や入学、退学、転学等の取り扱いは、すべて法令により規定されていることから、法令に基づく事 ●①事前確認での想定どおり
務を遂行する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法令に従い適正な事務処理をした。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公立学校であることから、行政機関の運営となる。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

法令に従い適正な事務処理をした。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,935 △200 8,900 99.61
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.12

% 10万円 1.12 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1043 課コード 1502 会計種別 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学級編制及び学籍管理　　（法令に基づく適切な事務）事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,935 千円 (うち人件費 8,900 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施す 法令に基づき事務を遂行し、適



滑な実施を図るため給食施設設備の維持管理を行なう。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
給食施設設備の整備及び維持管理を行なう。 年間を通し、給食施設の維持管理（修繕）を行う。
学校給食施設設備は、全体的に老朽化が進んでいるため、必要性の高いところから計画的に 令和３年度は、リフト修繕（二小）を行う。
修繕し、衛生状態の向上を目指している。 当該年度
給食施設整備方針の策定と方針に基づく整備を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

実施率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 給食施設設備の計画的な整備・維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る 直接 修繕・工事の実施率 % 100 100

令和 4年度 給食施設設備の計画的な整備・維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る 直接 修繕・工事の実施率 % 100

令和 5年度 給食施設設備の計画的な整備・維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る 直接 修繕・工事の実施率 % 100

老朽化に伴う故障
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

給食方式の検討及び給食施設整備方針 施設修繕料 3,392 3,392 施設修繕料 4,236 施設修繕料 4,236
の策定 ＊ リフト修繕（二小） 1,298 1,298 ＊ 給食室屋上防水シート張替（我中） ＊ 給食室雨漏り修繕（並小） 990

清掃委託料（ダクト清掃・ポンプ室）（ 1,232 1,232 ＊ 吸排気ダクト交換 ＊ 排気フード修繕（並小） 924
害虫駆除業務委託料 398 398 給食施設整備方針に基づく対応 給食施設整備方針に基づく対応
給食施設整備方針に基づく対応

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 6,320 6,320 合　　計 4,236 合　　計 6,150
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 6,320 6,320 4,236 6,150

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.15 0.15 0.25 0
正職員人件費 2,175 1,335 1,335 2,225 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,175 7,655 7,655 6,461 6,150
(11)単位費用

21.75千円／% 76.55千円／% 76.55
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校給食の安全性の確保と質の向上のため必要。法制度に対応するため必要。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

当初の計画通り実施できた

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 学校給食室の整備は設置者である市が実施主体となり計画的

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に行っていく必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初の計画通りに実施できたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,655 △5,480 7,655 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△251.95

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.31

% 10万円 1.31 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1819 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校給食施設設備整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,573 千円 (うち人件費 1,335 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 7,655 千円 (うち人件費 1,335 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 学校給食の円


